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ホームヘル プサ ー ビス提供 シス テ ムの 多元

化 とその問題点

小 林 良 二

〔要約 〕

近年のホームヘルプサービスは、サービス利用対象者の普遍化 と重度化にと

もない、サー ビス供給量の拡大 と質の向上を大 きな課題 としている。 このた

め、政府で も、提供組織の多元化、サービス派遣形態の柔軟化、サービス内容

の分化、ヘルパーの派遣決定に伴 うケアマネジメン ト体制の確立など、多 くの

課題を提起 し、また、そうしたサービスの提供が効率的 ・効果的に行われるこ

とも求めている。

筆者では、こうした政府の方針に対 して、地方 自治体が どのように対応 し、

どのような課題を持っているかを検討するため、東京都調布市 をフィール ドと

し、制度面およびサービス提供実績を中心 とする調査 を行 った。

その結果、調布市においてはホームヘルプサービスの供給量は拡大 し、ある

程度の重度要介護者への対応がすすんではいる ものの、そのサービス量は必ず

しも充分ではないこと、サービスの効果的な提供にあたっては、常勤型とパー

ト型を適切 に組み合わせる必要があることなどが示 された。

〔キ ー ワ ー ド〕

ホームヘル プサービス、多元的サー ビス提供 システム、公的責任 と公 的助成、

専属型 とチーム型

は じめに

公的介護保険の導入をひかえて、さまざまな介護サービス基盤整備対策がう
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ちだ されてい る。平成8年6月 に発 表 され た厚 生省 の 『介 護保険制度案大綱』

においては、サ ービス人材 の確保 や質の向上 のため、 「魅力ある職場づ くり、

研修 の充実、潜在的人材の活用、共同組織 や民間機関による人材養成な ど幅広

い観点 か ら計画的 な対応策 を講ず る」 こ とや、 「サービスの質や業務 の評価方

法 を確立す るとともに、介護支援専 門員の養成 に努める」 な どの方針が示 され

てい るが、在宅 ケアサー ビスの中心 になるホームヘ ルパ ーについて は、平成4

年 に厚 生 省 が 発 表 した 『ホ ー ム ヘル プ事 業運営 の手 引』(以 下 『手 引jと す

る)で 、 か な り思 い きっ た方策 を うちだ している。

そこで まず、ホームヘルパー人材の確保 とサー ビスの質の保障 とい う観点か

ら見 て重要 と思われる内容 を 『手引jか ら整理 してみ る と次 の よ うになる。

第1に 、 ホー ムヘ ル プサ ー ビス の供 給量 を増大 させ るため、サ ービスの提供

主体 を多元化す る必要があ ることを指摘 し、従来の公的なホームヘ ルプ提供団

体 だけでな く、行政 関与型有償福祉サ ービス、 シルバーマークをもつサー ビス

提供 団体等、多元的なサー ビス提供団体へ の事業委託 を推進す るとしている。

第2に 、 ホ ー ムヘ ル プサ ー ビス派遣 対象者 を拡大 し、特 に家族介護者の要件

の緩和 を行 うとしてい る。

第3に 、 ホ ー ムヘ ル プサ ー ビス 派遣 形態 を柔軟化するため、派遣回数や派遣

時間な どを利用者のニーズにあわせ て提供す ること、またサー ビス内容 につい

ては、現状では家事援 助が圧倒 的なので、身体介護サー ビスの拡大 に努めるこ

とを求めている。 さらに、サ ービスの短 時間利用へ の配慮や、早朝、夜間、休

日におけるニーズへ の対応 を促 している。

第4に 、ヘ ルパ ー の派 遣 決 定 につ き、ニ ーズの把握、他 のサ ー ビス との調

整 、緊急時の対応 、継続チ ェック体制 など、いわゆるケアマ ネジメ ン ト体制の

確立 を説 き、 また、これ との関連で、ホームヘルプサー ビス と他 のサービス と

の有機 的連携 の必 要性 を強調 している。

第5に 、 ホー ムヘ ル プサ ー ビス の効 率的運用 に関する ものであ り、いわゆる

「チーム運営 方式」 の必要性 を指摘 してい る。

この ように 『手引』では、ホームヘルプニーズの拡大 に対 して、サービス提

供団体 の多様化 ・多元化に よるサ ービス人材 の確保 を基調 に しつつ、サービス
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利用者の資格要件の緩和やサービス提供回数 ・時間の柔軟化、ケアマネジメン

ト体制の確立、効率的なサービス運営など、サービス提供システムにかかわる

包括的な課題 を提起 しているといえる。

本稿では、昨年(1996年)度 に筆者が実施 した東京都調布市におけるホーム

ヘルプサービス調査を踏まえ、 『手引』の提起 した課題がどのように取 り組 ま

れているか、また 『手引』には示 されていないどのような問題が生 じているか

等 を中心に、い くつかの論点 を検討 してみようD。

1.調 布市 におけるホームヘルプサービス提供体制の多元化

ア.ホ ー ム ヘ ル プ サ ー ビ ス の 種 類

調 布市 は東京都内の 自治体 で、平成8年3月 末 の人 口 は約19万 人 で あ るが 、

都 内 の他 の 自治体 と同様 に、公 的 なホ ームヘ ル プサ ービス(市 の職 員 、 お よ

び、家 政婦 紹 介所 へ の委託 によるホームヘ ルプ)と 並 ん で、1988年 か ら調 布市

社 会福 祉 事 業 団(そ の後 「調布 ゆ うあ い福 祉 公 社 」、以 下公社 とす る〉 を設立

し、住民参加型のホームヘ ルプサ ービスへの取 り組み を開始 した。公 社 による

参加型ホームヘル プサー ビスはその後順調 に拡大 し、公 的サー ビス とならんで

重 要 な役 割 を果 たす ようになったが、 この活動 を基盤 と して 、市 は1994年 か

ら、公 社 に対 し、 嘱託 制度 に よるホームヘ ルプサー ビス を委託 し、サ ービスの

拡大 を図 って きた。 これに よって調布市 では、 「市職員ヘルパー」 、家政婦紹

介所へ の委託事業である 「介護券ヘ ルパ ー」、公社へ の委託事業である 「嘱託

ヘルパー」 お よび、公社 の 「協力会員ヘルパ ー」 とい う、4つ の ホ ー ムヘ ル プ

サ ー ビスが活 動 す ることになった。 さらに、1996年 か らは、市 内 の 医療 法 人 、

社 会福 祉 法人 に対 し夜 間のホームヘルプお よび介護サ ー ビスの委託 を開始 して

い る。

東京都 の自治体 におけるホームヘルプサ ービスは、家政婦紹介所への介護券

方式 によるホー ムヘ ルプ事業委託(以 下 「介護 券 ヘ ルパ ー」 とす る〉 によって

急速 な伸 びを示 したことは よく知 られているが、その運用 をみる と、一般 に市

職員ヘルパ ーが主 として低所得世帯 に派遣 され、介護券ヘルパーは、それ以外
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の世帯の ホームヘ ルプニーズ に対応す ることとされて きた。

調布市 も、同 じ経 過 をた どって きたが、 この方針 を1990年 か ら一部変 更 し、

介 護 券 ヘ ル パ ー を低所得世帯 に も派遣 す るこ とに した。 しか し、1994年 まで

は 、市 職員 ヘ ル パ ーが低 所 得 世帯 を担当す るとい う方針 を維持 している。その

後 、低所得以外 の一般世帯 におけるニーズの増大 に伴 って、市 職員ヘルパー と

介護券ヘ ルパーの区分 が維持 しに くくなって きた。

イ.福 祉 公 社 の 設 立 と そ の 展 開

次 に重 要なのは、1988年10月 に設 立 され た 「調 布市 社 会福祉 事業団」の創設

による参加型 ホームヘ ルプサ ービスの開始 であ る。事 業団はその後 、1990年10

月か ら財 団法 人 「調 布 ゆ うあ い福 祉公社」 とな り、 より公益的 な諸事業を展 開

して きている。公社 の協 力会員 によるホームヘ ルプサー ビスは、市 が直接関与

す る事業ではないが、会員制 による有償ホームヘルプサー ビスの開始 により、

調布市全体 と しては、か な り多様 なニーズ に対応 で きるようになった。この こ

とについては、後 に詳 しく見 るこ とにす る。

ウ.嘱 託 ヘ ル パ ー の 拡 大 と サ ー ビ ス 提 供 体 制 の 整 備

調布市 における嘱託ヘ ルパー は、当初市所属 のヘルパー とされ、1992年 が1

人 、1993年 が4人 、1994年 が6人 で あ った が 、1994年7月 に は30人 にな った。

これ は、 この月 か ら、嘱託 ヘルパー を増員 し、一括 して公社 に委託 したためで

あ り、当初市 の嘱託ヘ ルパ ーであ った者 も、公社へ の所属 変更 が行 われた。

これ によって、調布市 の公的 なホームヘ ルプサ ービスは、市職 員ヘルパー、

公社嘱託ヘルパー、家政婦 紹介所の介護券ヘルパ ーの3者 に よっ て提 供 され る

こ と にな っ た。調布市 では、 この ような体制の導入 に際 して、1994年7月 に

『調 布 市 ホー ムヘ ル プサ ー ビス事業の手引』 を作成 し、 それぞれの役割分担 を

示 してい るが 、その概 要 は次 の表1の とお りで あ る。
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表11994年7月 か らの ホ ー ムヘ ル プ サ ー ビス提供体制

市 職員 ヘ ルパ ー 嘱託 ヘルパ ー 介護券 ヘ ルパ ー

(1働 務条件 常勤 月16日 ・1日6時 間 家政婦紹介所に委託

勤務(こ れはその後

、 月20日 に改 め られ

た)又 は、月80時 間

勤 務。

(2)業務 内 容 介護サ ー ビスの うち 介護サ ー ビスの うち 家事 サ ー ビスお よび

、頻 回 ・特別 困難 ケ 、 長 時 間 ・時 間 外 ・ 軽度の介護サービス
一 ス

休 日、お よび困難 ケ

一 ス

(3)業務 時 間 月 曜 日～金曜 日 月曜 日～ 日曜 日 月曜 日～ 日曜 日

午前8時30分 ～午後 午前7時 ～午後7時 午前7時 ～午後7時

5時 1時 間単位 3時 間単位

1時 間単位

以 上 の業務 分 担 の主 要 な意義 は、家事援助型 のホームヘルプ と身体介護型 の

ホームヘルプ との分化であ り、 これ も国が1989年 に導 入 した方 針 に対 応 した も

の とな ってい る。

ただ し、 この表 を見 ると、家事型 と介護型の分離 に対す るヘルパーの業務分

担 はそれほ ど簡単 な ものではない。す なわち、市職員ヘ ルパーは、頻回 ・特別

困難 ケースの介護サ ービスを、嘱託ヘルパ ーは長時間 ・時間外 ・休 日お よび困

難 な介護サ ー ビス を担 当 し、介護券ヘルパ ーが軽度の介護サー ビスお よび家事

サ ービスを担当す る、 とされているが、 こうした区分 による派遣決定のため に

は、家事援 助/身 体 介護 の区分 の他 に、重 度/軽 度 、 あ るい は、特 別 困難 ケ ー

ス/困 難 ケ ース な どの カテ ゴ リー を明確化す る必要があった。 このためには、

従来の ようなサー ビス決定基準 ではな く、 よ り複雑 なニーズの判定 と提供 され

るサー ビスの量お よび内容 のアセス メ ン トが必要 になったのであ る。

この他、嘱託ヘルパーの導入によって、サー ビスの利用時間が より柔軟化 さ

れた こと、サ ービスの提供時間帯が午前7時 か ら午 後7時 に拡大 され た こ と、

休 日のサ ー ビス提供 が可能 になった こと、な どが注 目される。

1996年 か らは 、嘱託 ヘ ル パ ー体制 が さ らに多元化することになった。す なわ

ち、この年 の7月 か ら、市 内 の医療 法 人 に対 して、嘱託ヘルパー10人 に よる夜
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間帯 ホームヘ ルプサ ー ビスの委託 を開始 した。 これは政府が1995年 度 か ら導 入

した 「24時 間巡 回型 ホ ー ムヘ ル プサ ー ビス」 を導 入す るため の準備段 階 とし

て、市 内全域 を対象 に、午後8時 ～午 前0時 の 問、排 泄介 助 を 中心 とす る巡 回

型 ホームヘルプサー ビス を試行的 に実施 しようとす る ものであった。

また、1996年10月 か らは 、市 内 の社会福 祉 法 人 に対 して、介護型ホームヘル

プサ ービスの委託 を開始 した。 この結果、調布市のホームヘ ルプサービスは、

介護サ ービスに関 して、市 内が3つ の地域 に分割 され 、市 の 中心部 を市職員ヘ

ルパ ーが、東部 を公社嘱託ヘ ルパーが、西部 を社会福祉法人嘱託ヘルパーが担

当す る ことになった。 これ に対 して、介護券ヘルパ ー、お よび公社の協力会員

は、 これ まで通 り、家事サー ビスを中心 に、市 内全域 をカバーす る体制 となっ

た。

以上 の体制 を整理す ると次 の ようになる。

表21996年11月 以 後 の ホ ーム ヘ ル プ サ ー ビス提供 システム

提供体制 ヘルパーの設置形態 担当地域

市直営 常勤6人(高 齢担当6人 、障害担当5人) 中部

公社委託 嘱託30人(月20日 勤 務:23人 、 月80時 間勤 務:7人) 東部

医療法人委託 嘱託10人:夜 間巡 回型 全域

社会福祉法人委託 嘱託5人: 西部

家政婦紹介所委託 介護 券149人(常 勤換 算38.5人) 全域

公社 協力会員(登 録) 全域

この ようなホームヘル プサ ー ビスの提供 システム に よって 、ホームヘル プ

サー ビス資源が どの ように拡充 され、それが どの ように利用 されて きたかにつ

いて、以下でみてみ よう。 なお、本稿では、以上 の経緯 の うち、地域制が導入

され る以前 の、1996年6月 まで の デ ー タに基づ い て検 討 す る。

2.ホ ー ムヘ ル プサ ー ビス提 供 実 績 の検 討

先 に述べた ように、調布市 におけるホームヘルプサー ビスは、1996年6月 時

点 で は 、市 職 員 ヘ ルパ ー、 家政 婦紹介所へ の委託 による介護券ヘルパー、公社
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への委託 に よる嘱託ヘルパ ーによって提供 されてお り、これ らは、行政の公 的

責任 によるホームヘルプサ ービス として実施 されている(以 下 、 「公 的責任 」

に よるサー ビスとす る)。 これ に対 して、公 社 の協 力 会 員 によるホームヘ ルプ

サー ビスは 、利用 会員 か らの利 用料 が協 力会員 に全額 支払 われて いる とはい

え、その運営 には市か らの資金助成が行 われていることか らみて、行 政の公的

関与 に よるホームヘル プサー ビスで ある とい うことになる(以 下 、 「公 的 助

成」 に よるサ ー ビス とする)。 もち ろん この他 に も、調 布 市 の住民 は、個人契

約 によ り、家政婦紹介所その他の企業や団体か らサ ービスを購 入 してい ると考

えられるが 、これ についての全体 的把握 は不可能で ある。

以下、今 回分析 に利用 した資料 の性質 について簡単 に説明 してお くと、次 の

通 りである。

(1)調布市 福 祉 部 高 齢福祉 課 が 集計 した公的責任 によるホームヘルプサ ービス実

績 デー タ(1985年 ～1995年 の 各 月)

(2)筆者 が1993年 か ら作 成 した公 社 の ホー ムヘ ル プサー ビス資料(1993年5月 、

1994年 ～1996年 の各 年6月 、1996年ll月 。 お よび 、1993年5月 の、行 政 責任

に よるホ ームヘ ル プサー ビス利用者デー タ)

(1)では 、 各年 の公 的 責任 に よ るホ ームヘ ルプサービス実績 の動 向が把握 で き

るが、ヘルパー数、利用者数 、利用 回数、利用時間数 などの趨勢 がわか るだけ

で、それ以 上のサ ービスの詳細はわか らない。

これ に対 して筆者が作成 した(2)の資 料 で は 、調 布市 にお け る公 的責任お よび

公的助成 に よるホームヘルプサービスの全体 が把握で きることになる。この場

合、資料 の作成 は、毎年決め られた月のサ ービス実績 について、4つ の タイ プ

のヘ ルパ ー が提 出 した 「活動実績報告」 を1件 ず つ コ ン ピュー タに入 力 し、 こ

れ に もとつ いて、必要 な計算 を行 うこ とになる。 こうした方法 を用 いると、活

動 実 績報告 か ら、1回 毎 の サ ー ビ ス に 関 して 、 そ の 利 用者 、提 供 者(ヘ ル

パ ー)、 利 用 時 間 、内 容(家 事 援 助 ・身体 介 護 の区 分)な どが把 握 で きる の

で 、 これ らの デー タを集計 すれば、公 的責任/公 的助 成 別 、サ ー ビス提 供 機 関

別 な どのサー ビス実施状況 をよ り詳 しく把握す るこ とがで きる。

もっとも、筆者が作成 した1993年 ～1996年 の デー タの うち、1994年 と1995年
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のデー タは公社のサ ー ビス実績 にもとつ くもののみであ り、市 の公的責任 によ

るデ ー タは作成 してい ない。従 って、公 的責任お よび公 的助 成の両方 を含 む

デー タが得 られるのは、1993年5月 、1996年6月 お よび11月 の み で あ る。

以 上の点 を勘 案 して本稿 では、全体 の動向に関 しては、(1)の 公 的責任 に よる

ホ ー ムヘ ル プサ ー ビスデー タを用い、詳細 な分析 に関 しては、(2)の デー タの う

ち、1993年5月 と1996年6月 の 集計 デ ー タを用 い て分 析 を行 う。 なお、調布市

福祉部高齢福祉課 が作成 した(1)の デー タ と、個 別 の 実績 報告 か ら筆者が作成 し

た(2)の デ ー タを比 べ る と、 デー タの作 成過程 の違い などの理 由で、デー タ上 わ

ずかな差異がみ られ るが、分析上 は、差 しつ かえない。

ア.ホ ー ム ヘ ル プ サ ー ビ ス の 利 用 世 帯 数 と利 用 回 数

調布市 にお けるホ ームヘ ルプサー ビスの延利用 世帯数 は、1985年 の年 間834

世 帯 か ら1995年 に は3,702世 帯 に達 して い る。 これ を月別 の平均値 で見 る と、

1985年 度 の70世 帯 か ら1995年 度 の309世 帯 へ と大 幅 に増 えて い る。

これ に伴 って、サ ー ビスの延利用 回数 も、1985年 の4,478回 か ら1995年 には

24,578回 と なっ てお り、月別 の平 均 利 用 回数 では373回 か ら2,048回 に増 えて い

る。

そ こで 、 この10年 間の利 用 世帯 と利 用 回数 の伸 び を図1で 見 る と、前 者 は4.4

倍 の伸 びであ り、後 者 は5.5倍 の伸 び とな ってい る。利 用 世 帯 の伸 び よりも、利

用回数の伸 びの ほうが大 きい ことは、 よ り頻回型 のサー ビス提供 が行 われる よ

うになった ことを示 してい る。す なわち、1985年 度 で は、1世 帯 あ た り利 用 回

数 は月 平均5.4回 で あ っ たが 、1995年 度 で は 月平 均6.6回 で 、1」 回程 の増 加 と

な ってい る。

イ.市 職 員 ヘ ル パ ー と介 護 券 ヘ ル パ ー の 動 向

調布市 は、急速 なホームヘルプニーズの増大 に対 して、東京都 内の他 自治体

におけるように、市職員ヘルパ ーの増加 によってではな く、家政婦紹介所へ の

業務委託 によって、サー ビスの拡大 を図 って きた。

そこで、市職員ヘ ルパー と介護券ヘルパ ーの提供 したサ ービス量 の変化 を、
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図1利 用世帯数、利用回数の伸び
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利 用 世帯 数 と利 用 回数 につ い て見てみ よう。

まず ホームヘ ルプ利用世帯 についてみ ると、 図2に 示 され てい る よう に、

図2ホ ー ムヘ ルプ利 用 世 帯割 合 の推 移1ヘ ルパ ー別
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1986年 度 で は 、595%の 世 帯 に市 職 員 ヘ ル パ ー が 派 遣 され て い た が 、 そ の 後 、
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徐 々にその割合は低下 し、1993年 には、市 ヘ ルパ ・一が34%、 介 護 券ヘ ルパ ーが

66%を 占 め る まで に な った。

そ の後 、調 布市 では1992年 度 か ら開始 した嘱託 ヘ ルパ ー を1994年 か ら公 社 に

所属 替 えす る と と もに、増員をはかることに より、介護サー ビスを中心 とす る

本格的な嘱託ヘ ルパーの活動 が開始 された。 この結果、95年 度 のサ ー ビス利 用

世 帯 の う ち、市 職員ヘ ルパ ーが20%、 介 護 券 ヘ ルパ ーが64%、 公 社 嘱 託 ヘ ル

パ ーが16.3%の サ ー ビス を提 供 す る こ とに な った。

また、ヘ ルパーの種類 ごとのサー ビス提供 回数 を図3で み る と、1986年 度 に

図3ホ ー ム ヘ ル プ利 用 回数 割 合 の 推移:ヘ ルパ ー別
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おける介護券ヘ ルパ ーによるサ ービス提 供回数の割合は48.6%で あ った。 その

後 この割 合 は増 加 し、1993年 に は72.6%に まで な って い る。1994年 か らの嘱 託

ヘ ルパ ー導 入 に よ り、 この割合 は67%ま で下 が ったが 、 それ で も、 ほぼ3分 の

2が 介 護 券 ヘ ルパ ー に よる提 供 となってい る。

この ことをみ る と、嘱託ヘルパーの導入に もかかわ らず、介護券ヘルパ ーの

役 割は なお圧倒的 に大 きい とい える。

ウ.公 社協力会員 を加えた場合



ホームヘ ル プサ ー ビス提供 システ ムの多 元化 とその問 題点 33

ところで先 に述べ たように、調布市では、1988年10月 か ら調 布市 社 会福 祉 事

業 団 を設立 し、1990年10月 か らは財 団法 人 「調 布 ゆ うあい福祉公社」 として、

協力会員 による有償 ホームヘルプサ ービスの提 供を拡大 して きた。そ こで、公

社 によるホームヘ ルプサ ー ビスを加 えてみ ると、調布市のホームヘル プサー ビ

ス提 供の状 況はかな り異 なる ものになる。 ここで は、本調査等で入手 で きた資

料 に基づ き、1993年5月 、1994年6月 、1995年6月 、1996年6月 お よび11月 に

つ い て、公 社 の協 力会 員 を含 む調布市全体 のホームヘルプサ ービスの利用状況

を検討 してみ よう。(な お 、 こ こで の利 用 者 は、複 数 の提供 システムを利用 し

てお り、実際の利用者数 よ りはやや多 くなっている)。

第1に 、 図4に よる と、1993年5月 に、市 職員 ヘ ルパ ー を利 用 した人数 は58
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人 、介護 券 ヘ ルパ ーは118人 で あ ったが 、公社協 力 会員 のサ ー ビスを利用 した も

のは123人 で あ り、公 社 の協 力会 員利用 者 が最 も多か った。 もっとも、市 のヘル

パ ーの場合、高齢の利用世帯 だけの数字であるの に対 して、公社の場合、高齢

者だけで な く、障害者やその他の世帯 もサービス を利用 しているので、必ず し

も正確 な比較 にはならないが、それで も、1993年5月 にお け る公 社 の ホ ー ムヘ

ル プサ ー ビスの利用者 は、ほぼ90%が 高齢 者 で あ っ たか ら、 介護 券 ヘ ルパー と
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ほぼ同数の人数が、協力会員 によるホームヘルプサー ビス を利用 していた と考

え られ る。

これ を割合(図5)で み る と、1993年5月 にお ける市 職 員 ヘ ルパ ーの利 用 者

図5ヘ ルパー別サービス利用人数の割合の推移
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は19.4%、 介 護券 ヘ ルパ ーの利 用 者 は39.5%、 公 社協 力会 員 の利 用 者 は41.1%で

あ った 。

こ れ に対 して 、1994年 か ら公 社 に嘱 託 ヘ ル パ ー が導 入 された こ とによ り、

1995年6月 には、 嘱託 ヘ ル パ ー利 用 者が48人 、 市職 員 ヘ ルパ ー利 用 者 が57人 、

公社 協 力会 員利 用 者が140人 、介護 券 ヘ ルパ ー利用 者 が171人 とな った(図4)。

割 合 で み る と、 そ れ ぞ れ 、11.5%、13.7%、33.7%、41.1%と な る。 そ の後 、

1996年6月 に なる と、 この順 位 は変 わ ら ない ものの、介護券ヘ ルパー利用者の

割合が急増 している ことなどが注 目され る(図5)。

第2に 、利 用 回数別 にみ る と、 こ う した事情 はかな り異 なる。図6に よる と、

1993年5月 にお け る市 職員 ヘ ルパ ーの利 用 回数 は273回 、協 力会 員 は557回 、介

護 券 ヘ ルパ ー は887回 となって い る。 また 、そ れぞ れの割合は、図7に よる と、

15.9%、32.4%、51.7%で あ り、 回数 の 点 で は、介 護券 ヘ ルパーが よ り重要な役

割 を果 た してい ることがわかる。
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図7ヘ ルパー別サー ビス利用回数の割合の推移
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この よ うに、サ ー ビス利 用 者 数 では公社協力会員の方が多いのに対 して、利

用 回数か ら見る と介護券ヘルパーの方が大 きな割合 を占め るとい うことは、協
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力会員が、介護券ヘ ルパー と比べて、比較的少 ない回数で、必ず しも定型的で

はないニーズ に対す る援 助活動 を行 った ことを示 してい る。

協力会員の活動 は、 「日頃の経験 で、誰 にで も参加 で きる」活動 を建 て前 と

していたか ら、介護券ヘルパーの ように、3時 間 を単位 とす る定 期 的な訪 問 を

前提 とす る 「仕事」 とは異 なる性 質 のニーズ に対応 する こ とになった とい え

る。つ ま り、公社協力会員 のホームヘルプ活動 パ タンは、それ までの市職員ヘ

ルパーや介護券ヘルパーによるサー ビスでは対応 しに くいニーズ に応 える もの

であ った。

第3に 、 図5に 戻 る と、市職 員 ヘ ルパ ー に よるサービスの利用者の割合は年々

低下 してお り、1993年5月 か ら1996年ll月 の 問 に、利 用 者 の割 合 で は19.4%か

ら9.0%に 、利 用 回数 の割 合 で は、15.9%か ら6,3%に まで低 下 した。 もっ と も、

市 職 員ヘ ルパ ーの利用者数 自体 は、 この4年 間 で それ ほ ど低 下 したわ けで はな

い。利用者お よび利用 回数の割合の低下 は、 もっぱら他 のサー ビス利用者 や利

用 回数の増大 に伴 って生 じた ものである。

いずれに して も、公社協 力会員の活動 をふ くめ た調布市 のホームヘルプサ ー

ビスの利用状況 を考 えると、公社協力会員のホームヘ ルプ活動 によって、 これ

まで対応 で きなかったニーズが掘 り起 こ され、市 として もよ り多様 なサー ビス

の提供 を行 うことが求め られて きた といえるだろう。

エ.サ ー ビ ス 利 用 者 とサ ー ビ ス 提 供 シ ス テ ム との 関 係

以上 のデー タは、サービス提供機 関か らみたサー ビス提供状況 であるが、 こ

れを、サ ービス利用者 の方 か らみる とどの ようになるであろ うか。 ここでは、

公的責任 によるサ ー ビス と公的助成 に よるサー ビスの両方 のデー タが得 られ

る、1993年5月 と1996年6月 の状 況 を比 較 して み よ う。

表3に よる と、1993年5月 にお け るヘ ルパ ー の実 利用 人員 は、281人 であ っ

た が 、3年 後 の1996年6月 には491人 に な り、75%の 伸 び に なっ てい る。 これ

をヘ ルパ ー種類別 にみ ると、 もっ とも大 きいのは介護券ヘルパー利用者でll3%

の伸 び で あ り、次 い で 、複 数 の種 類 のヘ ルパー を利用 す る混合型利用者の106

%、 協 力 会 員利 用 者 の70%な ど とな って い る。
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同様 に、表4に よる と、ヘ ルパ ー利用 回数 は2つ の時 点 で 、1,717回 か ら3,152

回へ と84%の 伸 び とな って い る。 この うち もっ とも増 えたのは協力会員利用 回

数で118%の 増 加 で あ り、次 い で混 合型 の105%、 介護 券 ヘ ル パ ー の84%の 伸 び

とな ってい るが 、市 職 員 ヘ ル パーは2%の 減 とな って い る。

表3ヘ ル パ ー種 類別 サ ー ビス利 用 人数(1993年5月/1996年6月)

1993年5月1996年6月 増 減数 増 加率 増 減寄 与率

市職員ヘルパー

介護券ヘルパー

協力会員

混合

52人

ios

106

18

50人 一2人96%-1.0%

2241i921356.7

1807417035.2

37192069.0

合計 281 491 210175 100.0

表4ヘ ルパ ー種 類 別 サ ー ビス利用 回 数(1993年5月/1996年6月)

1993年5月1996年6月 増 減 数 増加 率 増減 寄与 率

市職員ヘルパー

介護券ヘルパー

協力会員

混合

246回

$01

454

216

242回 一4回98%-0.3%

1477676

990536

443227

18447.1

21837.4

20515.8

合計 1717 3152 1435184 100.0

これ らの数字か らわかるように、 この3年 間 の ホー ムヘ ル プサ ー ビス利 用者

とホームヘルプ資源 の増加 は、相変 わ らず介護券ヘルパーの活動 の増加 に もと

つ くものであった ことがわかるが、協力会員の寄与率 もかな り大 きいこと、 ま

た、複数のホームヘ ルプサー ビス を利用 す る混合型のサー ビス利用者がふえて

い ることも注 目に値す る。

混合型サー ビスの利用状況 は、表5に よる と、1993年 の 場 合 、介 護 券 ヘ ル

パ ー と協 力 会 員の組合 わせが11人 で もっ と も多 く3.9%、 市 職 員ヘ ルパ ー と協 力

会 員 の組 合 わせが6人 で2.1%と な ってい た。 これ に対 して、表6に よ る と、1996

年 の場 合、 公 社の 嘱託 ヘ ルパ ー と協 力会員の組合わせ が12人 で2.4%、 介 護券 ヘ

ルパ ー と協 力 会員 が10人 で2.0%な ど となってお り、3種 類 の ヘ ルパ ー の組 合 わ

せ も2人 み られ る。

この ように、1993年 と1996年 とを全体 と して比 較 して み る と、サ ー ビス利用
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者 で75%、 サ ー ビス提 供 回数 で84%の 増 加 をみ 、市 職 員ヘ ルパ ー を除いて、そ

れぞれの種類 のヘルパーが提供するサ ービス量が拡大 したに もかかわ らず、 ど

れか1つ の 種類 のヘ ルパ ーで1人 の利 用 者 の全 て の ニ ー ドを満 たす ことは困難

であ り、複 数の種類 のヘ ルパ ーで対応 せ ざるを得 な くなって いる ことが わか

る。

表5ホ ームヘルプ利用者93年5月

複合2 利用者 件数 分数 件/利 分/件 糊翻 件数% 分数%

市介 1 10 1186 10.0 178.8 o.a o.s 0.6

市協 6 68 11532 11.3 169.6 2.1 4.0 3.7

介協 11 138 25080 12.5 161.7 3.9 8.0 8.1

市 52 246 31122 4.7 126.5 18.5 14.3 10.0

介 105 801 166320 7.6 zo7.s 37.4 46.7 53.6

協 cos 454 74250 4.3 163.5 37.7 26.4 23.9

合計 281 1717 310092 6.1 180.6 100.0 100.0 100.0

注)市=市 職員 、介e介 護 ヘ ルパ ー、協=協 会会 員の略

表6ホ ームヘルプ利用者96年6月

複合2 利用者 件数 分数 件/利 分/件 朋都 件数% 分数%

市嘱介 1 11 1710 11.0 155.5 0.2 0.3 0.3

市嘱協 1 9 1115 9.0 123.9 0.2 0.3 02

嘱介 6 76 14700 12.7 193.4 i.2 2.4 z.e

市介 7 93 11075 13.3 119.1 1.4 a.o 2.1

介協 10 136 z>>ea 13.6 155.7 2.0 4.3 4.0

嘱協 12 118 18975 9.8 1fiO.8 2.4 3.7 3.6

市 50 242 21210 4.8 87.6 10.2 7.7 4.0

嘱 62 500 77430 8.1 154.9 iz.s 15.9 to.7

協 ire aso 77370 4.2 157.9 24.0 15.5 14.7

介 224 1477 281100 6.6 190.3 45.6 46.9 53.5

合計 49i 3152 525865 6.4 166.8 100.0 100.0 100.0

注)市 、介、協 は表5と 同 じ。嘱=嘱 託ヘルパーの略

1人 の利 用 者 に複数 種類 のヘ ルパ ー派遣 が必要 になった理 由は、 1人 当 り派
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遣 回数の増加 による もので ある。1993年 の デー タで も、1996年 の デー タで も、

複 数 種類 のヘ ル パ ーが派遣 されてい る利用者のサ ー ビス利用回数 は平均 で月12

回で あ り、1996年 の場 合 には 、1種 類 のヘ ルパ ー派 遣 の場 合 よ りかな り多い。

この ように現状 では、い くつかのホームヘルプサ ービスの種類 を組 み合 わせて

サ ー ビスの頻 回化 に対応 しなけれ ばならなかったといえる。

なお、表7に よれ ば、市 か らの委 託 に よる介護券ヘ ルパーは6つ の家 政婦 紹

介所 か ら派遣 され ているか ら、実際上 は8つ の 団体 が公 的 な ホー ムヘ ル プサー

ビス提供 に関与 していることがわかる。それだけに、サー ビスの調整 について

は、複雑 な対応 が必 要になっているわけであ る。

表7部 門別ヘルパー種類別サービス利用状況96年6月

部門 所属 朋者 鋤者 件数 分数 利用都 件数% 分数% 利/援 件/利 分/件 件/援

行政 市職員 59 13 296 24835 11.1 9.4 4.7 4.5 5.0 83.9 22.8

公社 公社嘱託 $2 26 sus 97080 15.5 19.5 18.5 3.2 7.5 157.6 23.7

公社協力 141 9ア 598 92430 zs.s 19.0 17.6 1.5 4.2 154.6 6.2

介護券 介護券計 248 170 1642 311520 46.8 52.1 59.2 1.5 6.6 189.7 9.7

介護券A 30 25 159 aooso 5.7 5.0 5.7 1.2 5.3 189.1 6.4

介護券B 41 17 2Z6 41400 7.7 7.2 7.9 2.4 5.5 183.2 13.3

介護券C 62 37 453 84540 11.7 14.4 lfi.1 1.7 7.3 186.6 12.2

介護券D 60 61 446 85500 11.3 14.1 16.3 1.0 7.4 191.7 7.3

介護券E 6 6 30 6120 1.1 1.0 1.2 i.o 5.0 204.0 5.0

介護券F 49 24 328 63900 9.2 10.4 12.2 2.0 6.7 194.8 13.7

合計 合計 530 306 3152 525865 100.0 100.0 100.O 1.7 5.9 166.8 10.3

オ.重 度 化 に と もな うサ ー ビス頻 回利 用 の状 況

一般に、ホームヘルプサービスの利用回数や利用時間についてみると、家事

援助の場合、1回2時 間、週2回 程度のサービス提供が標準 とされるのに対 し

て、身体介護の場合、頻回 ・長時間のサービスが必要になることが指摘 されて

きた。 もっとも、最近巡回型のホームヘルプサービスが導入 されて以来、身体

介護でも、たとえば、オムッ交換などの場合、短時間の援助で十分な効果が得

られるとされ、 また、家事援助についても短時間の援助で大 きな効果があがる

ものもあるとい う指摘が行われるようになった。つまり、家事援助、身体介護
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を通 して、それぞれの援助 にかかる時間を的確 にアセスメ ン トし、サー ビスの

提供 を効果 的な もの にす る ことが求め られる ようになって きたのである。

これに対 して、サ ービス利用 回数 についてみ る と、家事援助が週2回 程 度 で

一応 の ニ ーズ を満 たすの に対 し
、身体介護の場合 には、重度 になればなるほ ど

頻 回の援助 が必 要 になるこ とが指摘 されてい る。 そこで 、重度 化 にともな う

サー ビス利用 の頻 回化に対 し、公社協 力会員 を含む4つ のヘ ルパ ーの シス テ ム

が どの よ うな対応 を行 って きたかについて見 ておこ う。

表8は 、 この点 を検 討 す る ため に作 成 した ものである。 この表 における利用

回数型のAと は 、 この 月 のサ ー ビス利 用 回数が4回 以 下、 つ ま り、週1回 程 度

のサ ー ビス を利 用 した者 で ある。同様 に して、月9回 以 下 ・週2回 程度 の利 用

をB、 月13回 以 下 ・月3回 程 度 をC、 月14回 以 上 ・週4回 以 上 をDと して い

る。

表8回 数型別ヘルパー数96年6月

融型 1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人 1人% 2人% 3人% 4人%
署
5人% 6人% 7人% 件数

A 219 24 4 1 0 0 0 ea.a 9.7 t.6 0.4 o.o 0.0 o.o zas

8 85 49 25 7 1 1 D 54.6 29.2 14.9 4.2 o.s o.s o.o 168

C 18 11 13 3 3 0 0 37.5 22.9 27.1 6.3 6.3 o.o o.o 48

D s 5 3 5 4 1 3 22.2 18.5 11.1 18.5 14.8 3.7 11.1 27

この表 によると、A型 の サ ー ビス利 用 者248人 につい ては、88.3%が1人 のヘ

ル パ ー で対 応 して い るの に対 して、B型 で は50 .6%、C型 で は37.5%、D型 で

は22.2%で あ り、利 用 回数 が増 え る ほ どよ り多 くのヘルパ ーの派遣が行われて

いる。特 にD型 で は、 最多 で7人 のヘ ルパ ーが か かわ ってお り、重度の在宅 ケ

アの場 合、いか に多 くの介護サー ビスの人材 が必要 になるかが わか る。

このこ とは、 さまざまな課題 を提起 してい る。す なわち、週3回 程 度 を超 え

る よ うな頻 回のサ ー ビスニ ーズがあ る場合、利用者の側か ら見 る と、複数のヘ

ルパ ーが入れ替わ り立 ち替 り訪問す るこ とが避 け られな くな り、異 なるヘ ル

パーへ の対応 に落ちつかない とい うような感想 を もつ ことは避 け られないであ

ろ う。
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逆 にヘルパ ーの側か ら見 る と、1人 の利 用 者 の ところ に多 くのヘ ルパ ーがか

かわるのであるか ら、他のヘ ルパーが どの ような対応 を してい るかについての

引継 ぎや情報 の交換が不可欠 になるであろ う。 このような組織的 な対応 を、1

つ のサ ー ビス提 供 団体 内 で行 うことは比較的容易で あろうが、 もし、他の提供

団体 との間で この ようなサ ー ビス提 供 に関す る調整 をする となると、それは き

わめて困難であ ろう。特 に、介護券ヘルパ ーは、他のヘルパー派遣 システム と

異 な り、単 にサ ービスの委託 を受 けるだけで、家政婦紹介所 によるサー ビス調

整機能 を前提 としていないか ら、他のホームヘ ルプサー ビス との調整はほ とん

ど行 われてい ない。 この場合、サー ビス利 用者 あるいはその家族がサー ビス調

整能力 を もっていれば、問題 はあ ま り起 らないか もしれないが、r人 暮 ら し世

帯 や高 齢 者世 帯 な ど、サー ビス利用 に関する実質的 な調整機能を発揮 しえない

場合 には、サ ー ビス提供機 関の側で調整 を行 うことが求め られ る。

一般的 に見 て、サ ー ビス調整機能 は、(1)利 用 者 とヘ ルパ ー 、(2)複 数 のヘ ル

パ ー 問、〈3)複数 の サ ー ビス提 供 団体 間 に必 要であ る。 ここでのデー タは、(2)と

(3)の調 整機 能 に関 す る もので あ るが 、(1)の調 整 機 能が 重 要 で あ る こ とはい うま

で もない。ただ、本稿 で検討 したデー タをみる と、(2>お よび(3)の分 野 にお け る

調 整 が重 要 な課 題 に なってい る といえるであ ろ う。

カ.ヘ ル パ ー 種 類 別 の 頻 回 利 用 へ の 対 応

ところで、 この ようなサー ビスの頻 回利用 に対す る、 それぞれのサー ビス提

供 システムの対応 はか な り異 なっている。以下、 この点 を検討 してみ よう。

図8は 、 この点 を検 討 す るた め に作 成 した ものである。 このグラフにお ける

利用回数型 のA、B、C、Dは 、表8で 用 い た分 類 と同 じもの で あ る2)。

この 図 に よ る と、全 体 で541人 が サ ー ビス利 用 者 とな っ て い るが、その うち

90%に あ た る485人 は 、週2回 程 度 以 下 、 つ ま り、Aお よびBの タイ プ に属 し

てい る。 これ に対 して、Cお よびDの タイ プ に属 す る利 用 者 は全体 では56人 で

あ り、 この う ち、64%を 介 護券 ヘ ル パ ー 、20%を 嘱 託 ヘ ルパ ー 、13%を 協 力 会

員 、4%を 市 職 員ヘ ルパ ー が対 応 して い た。

1994年 にお け るサ ー ビス提 供体 制 の再 編 においては、市職員ヘ ルパーが 「介
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護 サ ー ビス の うち、頻 回 ・特 別 困難 ケース」 を、嘱託ヘ ルパーが 「介護サ ービ

スの うち、長時間 ・時間外 ・休 日お よび困難 ケース」 を受 け持つ とされたが、

少 な くとも頻 回ケースについては、依然 と して介護券ヘルパー、場合 によって

は公社協力会員 に依 存する形 になってい る。

ところで、 この ようなサ ービスの頻回ケースの増加 に対 して、4つ の ホ ーム

ヘ ル パ ー の シ ス テム は、 どの ように対応 したのだろ うか。 ・

図9を 見 る と、頻 回利 用 者 が増 える場合、市職員ヘルパ ー と嘱託ヘルパ ーは

担当するヘ ルパー数 をそれ に応 じて増や している。す なわち、Aタ イ プ(週1

回程 度)の 場 合 、1人 の利 用 者 に対 して 、 そ れ ぞ れ1.8人 と1.2人 の ヘ ルパ ーが

対応 して い るの に対 して、Dタ イ プ(週4回 程 度以 上)で は、 それ ぞ れ5.0人 と

5.3人 のヘ ルパ ーが派 遣 され て い る。 このことは、頻 回利用 ケースになると、多

人数 のヘルパーが関 わるこ とを意味 してお り、単純化 していえば、1週 間の う

ち毎 日あ るい は毎 回 別 のヘルパーが訪問する ことになる。

これ に対 して、介護i券ヘ ルパ ー と協 力 会 員 の場 合 、対応す るヘルパーをほ と

んど増 や してい ない。すなわち、Aタ イプ で は そ れ ぞれ 、1.0人 と1.1人 で あ る

の に対 して、Dタ イ プで も、1.9人 と2.0人 で あ る。
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数が急速 に増 えてい る。Dタ イプで 見 る と、 介護 券 ヘ ルパ ーの場合1人 のヘ ル

パ ーが10.7回 、協 力 会 員 の場 合8回 派 遣 され てい るの に対 して 、嘱託ヘ ルパ ー

は4.5回 、 市 職員 ヘ ルパ ー は3.4回 に過 ぎない 。

以 上 の こ とか ら、重 度化=頻 回化 の要 請 に対 して は、 つ ぎの2つ の対応 方法

の あ る こ とが わ か る。

第1の 方 法 は 、頻 回派遣 が必 要 に な る場 合、で きるだけ少 ないヘ ルパーで多

くの回数対応 す る方 式、つ ま り、専属 型の派遣 であ り、第2は 、多 くの ヘ ル

パ ーで 多 くの 回数 に対応す る方式 、つ ま り、チーム型の派遣であ る。

専属型 の方式 をとっているのは、介護券ヘ ルパー と公社の協力会員であ り、

チーム型 の方式 を採用 しているのは市職員ヘルパー と公 社の嘱託ヘ ルパーであ

る。

重度の頻 回サー ビス利用 者 に対 して どのようなタイプの派遣形態が望 ましい

か とい うことはいちがいにはいえない問題であろ う。一般的には、利用者の側

か ら見れ ば、少数 の事情 のわか ったヘ ルパーの派遣 の方 が望 ま しいであ ろう

が、ヘ ルパーの側か ら見 る と、重度 のケアを必 要 とす る利用者 に対 して専属型

の対応 をす るのは、かな りス トレスがかか ることになろう。

こう した状況 を解決するため には、先1まど も述べ た よ うに、 さ まざま なレベ

ルにおける調 整シス テムを機 能 させ るとともに、1人 の利用 者 に対 す るチ ー ム

制 の ア プローチを導入す るほかはないであろ う。その場合で も、最大で も何人

のヘルパー によるチームが望 ましいか とい う問題 は、これか ら検討 しなければ

な らない課題であ る。

4.考 察 と ま とめ

最後 に、以上述べ て きたこ とを踏 まえて、論点の整理 を しておこう。

第1に 、調 布市 におい て は 、制 度面 か ら見 ると、 ホームヘルプニーズの増大

に対 して、介護券 ヘ ルパ ーへのサ ー ビス委託の増大 に よって対応 して きてお

り、 これは他 の東京都 内の他の 自治体 と変 わ らない。 しか し、1988年 に設 立 さ

れ、1990年 に財 団法 人化 され た公 社 の協 力 会員 のホームヘルプ活動 によって、
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多様 なニーズへの対応 がで きる ようになった こ と、 また、その後 の展開の 中

で、公社 に対 して嘱託ヘルパーを委託 し、介護i型で頻 回 ・長 時 間 のニ ー ズ を必

要 とする利用者 に対 してサー ビス を提供する体制が とられたことは注 目に値す

る。

先 に もみ たよ うに、1996年6月 の デ ー タに よる と、協 力 会員 を含めたヘ ル

パーの種類別の利用者数 は、介護券ヘルパ ーの割合が50%以 下 で あ る。 この こ

とは 、多様 なヘ ルパ ーの人材確保 に成功 している とも考 え られ る。

しか し第2に 、1994年 の嘱 託 ヘ ルパ ー 開始 に と もな う 『覚書』 に示 された よ

うな、市職員ヘルパー、嘱託ヘルパーが重度の介護ケース を担当 し、介護券ヘ

ルパ ーは軽度の介護 と家事援助 を担 当す る とい う方針 は、必ず しも達成 されて

いない。これは、1996年6月 の デー タに示 され て い る よ うに、介護券ヘルパ ー

お よび協力会員が、頻 回、長時間のホームヘルプサー ビスを提 供 してい ること

に示 されている。

家事援助 が比較 的長時間、滞在型 の対応 を必要 とす るのに対 して、身体介護

の場合 には、ニーズに応 じて長時間あるいは短時間の柔軟 なサー ビスの提供が

必 要であることを考 えると、今回検討 した結果では、やは り、嘱託型のホーム

ヘル プサー ビスの増員が必要である とい うことになろ う。この場 合、上で述べ

たC、D型 のサ ー ビス利 用 者 の数 が人材 整備 の、一応の 目安 になるのではない

だろ うか。

第3に 、 こ う した課 題 を考 えて ゆ くと、ホームヘ ルプサー ビス提供 の2つ の

タイ プ につ い て考察 す る こ とが必要になる。先 に見 たように、ホームヘルパ ー

の派遣方式 には、専属型 とチーム型の2種 類 が あ り、重 度 化 に伴 う頻 回 派遣 に

ついては、 この2つ の 方式 の適 切 な組 み 合 わせ 、 あるいは、チーム方式の導入

が必 要である と述べ た。

ところで、こ うした派遣方式の違 いはまた、ヘルパ ーの就労条件 の違い と も

関連 してい る。す なわち、頻 回型のサ ービス提供が必要 になる場 合、専属型 の

ヘルパーは、時間給 に よる出来高払 いの方式が可能であ るのにたい して、チー・

ム方式 をとる場合は、一定 の労働 時間を拘 束 し、常勤型の報酬 を保障す る身分

保障方式が必要である と思 われ る。
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介護券ヘルパ ーは前者の方式であ り、協力会員 も報酬形態か らみれば、前者

に属す る。 もっ とも、協力会員の活動 は自発性 を基本 とす る参加型の活動であ

り、時間の単位 は介護券ヘルパー よ りはるかに柔軟 に設定 されるこ とになる。

これ に対 して、市職員ヘルパー と嘱託ヘルパ ーは、時間拘 束 による常勤型の

方式 によってい るが 、調布市の嘱託ヘ ルパーは、基本が6時 間 の時 間拘 束 で あ

り、 ホー ムヘ ルプ活動 だけを考 えれば、サー ビス費用効率 としては、かな り市

職員ヘ ルパー よ り安 くなる。

しか し、ここでの問題 は、 どち らのサ ービス形態が、 どのニーズの充足 に適

してい るか とい ことであろう。本調査 の暫定的な結論か らいえば、家事援助お

よび軽度の身体介護で、比較的定型的 なホームヘルプサ ービスの場合 には、前

者の出来高方式で対応 で きる と考 え られるが、重度、あるいは頻回 ・長時間の

ホームヘルプあ るいはホームケアへのニーズに対 しては、身分保障型の方式の

方が望 ま しい と考 え られる。 これ は、重度 の介護サ ー ビスの場 合、利用 者の

ニーズ にそって、短時 間あ るい は長時 間のサ ー ビス提供 が可 能で ある し、 ま

た、時間帯の延長 や休 日へ の対応 も可能 になるか らである。

今 回のデー タでは、この点 を利用者1人 あ た りのヘ ルパ ー数 とその ヘ ルパ ー

のサ ービス提供回数、および、長時間利用 ケースについ て考察 したわけである

が、重度の要介護 ケースに対す る柔軟 な対応 とい う点で は、時間拘束 ・身分保

障型 のホームヘ ルプサー ビスのほ うが、 まさってい るとい えるだろ う。

以上が 『手引』 における、(1)、(2)、(3)、(5)に か か わ る課題 の分 析 で あ る。

最後 に、 『手引』 における課題(4)と の関 連 で ホー ムヘ ル プサ ー ビス提 供体制

とサ ー ビスの質の確 保 につい て述べ てお きたい。

ホームヘルプサー ビスは、多 くの福祉サー ビスがそ うであるように、典型的

な対 人サ ービスであ り、その業務 は 「密室的状況」でお こなわれることが多い

ため、利用者 のみ ならず、ヘ ルパーか らも不満や苦情が よせ られる可能性 が大

きい。 これ に対 して どの程度迅速 な対応がで きるかは、サ ービスの質の保障 に

とって不可欠の要素で あ り、人材の養成 ・確保 と並行 して取 り組 まなければな

らない課題であ る3)。

この こ とを今 回 の調 査 に即 して み る と、 コーデ ィネー ターが利 用者 とヘ ル
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パ ー との間 に入 り、3つ の レベ ルで の調 整 ・モ ニ ター機能が発揮 されていれ

ば、 こうした問題 をかな り防 ぐことがで きるで あろう。介護券ヘルパーについ

て よ く指摘 されることであるが、 自分が提供 したサービスについて、雇用者 に

よるなん らの評価 もない ような就労環境では、サー ビスの質 を向上 させ ようと

い う意欲 はわかないであろ うし、 また、発生 した トラブルについて も、解決 の

方向が見い だせ ない。 この よ うな状況で は、対 入サ ー ビスの もつ独特 な精神

的 ・心理的負担か ら生 じるス トレスが高 まるこ とになろう。サー ビスの質の保

障 にとっては、こう した状況 を解決す るシステムを作 ることが不可欠の条件で

ある。 もちろん、ヘルパーが雇用主 と雇用関係 を持 ち、研修時間、記録時間、

引継 ぎ時間な どを保障 され た り、利用者のケース検討やサー ビス提供方針 の検

討 の場 に参加で きれば、 さらにサ ービスの質の向上 に役 だつであろ う。重度の

在宅要介護者の増加する事 態は、こ うしたサー ビス調整機能やサ ー ビス管理、

人事管理の システムをます ます必要 としているのであ る。

結論 として は、常勤型のヘルパ ーであれ非常勤 あるいは登録型 のヘルパ ーで

あれ、サー ビス人材の確保 とともに、 こうしたヘ ルパーが安心 して働 けるよ う

な労働環境 を整備す るこ とが不可欠であ り、 このため第三者機能 を発揮 で きる

サービス コーデ ィネー ター、あるい はケアマ ネジャーの設置、お よび、重度の

要介護者に対す る頻回派遣 については、特 に、チーム制 のホームヘ ルプサ ー ビ

スが必要条件である とい うことになろ う。

これ らの点で 『手引』の指摘 の実現 は きわめて重要 なのである。

注

1)本 稿 は、長寿 社会 開発 セ ン ター に よる研 究助 成金 に よる報 告書 『ホ ームヘ ル プの効

果性 ・効 率性 向上の ための諸条件 に関す る研 究』平成9年3月 、第2章 を基本 と し、

新 たなデ ー タを加 え て書 き直 した もの であ る。

2)こ の グラ フに よる と、表3と こ とな り、全体 で541人 の利 用者 となってい るが 、 これ

は 、複 数 のホ ームヘ ル プサ ー ビスの利用 者 が重複 して数 え られ てい るか らで ある。

3)最 近発 表 され た国民生 活 セ ン ター によ る在宅 介護 サ ー ビス に関す る調査 結 果 に よる

と、首都 圏 にお け るホー ムヘ ルプサ ー ビス につ いて、 「派遣 日数」 「派遣 時 間帯 」
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「利用 額」 な どの提 供形 態 、 「サ ー ビス内容 や料 金 に関す る説 明の不 十 分 さ」 、あ

るい は、サ ー ビス 内容 面 で の 「苦情 や不 満」 が か な りよせ られ、 さ ら には、ヘ ル

パ ーの仕事 に よる被 害経験 の回答 も報告 されてい る。 また、 この ような不満 や 「被

害 」 を受 けなが ら も、サ ー ビス利用者 の うち80.2%は 、その ことを 「どこに もい わな

か った」 と し、その理 由 と しては、 「気 まず くな るの がいや だ った」 「そ の後 来 て

くれな くなった ら困 る と思 った」 「い って も改善 され る とは思 わなか った」 な どの

回答 が見 られ る とい う。 国民 生活 セ ン ター 『在宅 介護サ ー ビス と消費 者問題:在 宅

介護サ ー ビス利用 実態調報告書』1997年3月 参 照。 また、東京都 社会福 祉協議 会 『東

京都 におけ るホー ムヘ ルプ制度 の総 合的推 進方策 に関す る研 究事業:研 究委託 報告

書』1994年3月 、長 寿社 会開発 セ ンター 『平成3年 度 ホー ムヘ ル プ派遣 事業 実態調

査報 告書 』1992年4年3月 、 な ども参照 の こ と。


